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２ 研 究 内 容
以上のような問題意識に立ち，北海道の特別支援学校において ICFがどのように活用され
ているかを２００７年度と２００９年度の調査を比較しつつ考察を加え展望について述べる。
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視 聴 知 肢 病 計
有
１９ ３ １ ９ ６ ２ ２１（４４％）
２１ ２ ２ １８ ５ １ ２８（５７％）
無
１９ １ ４ １８ ４ ０ ２７（５６％）






視 聴 知 肢 病 計
有
１９ ３ １ ７ ３ １ １５（３１％）
２１ ２ １ １４ ３ ０ １８（３８％）
無
１９ １ ４ ２０ ７ １ ３３（６９％）














視 聴 知 肢 病 計
有
１９ ２ １ ７ ５ １ １６（３３％）
２１ ２ ２ １３ ４ １ ２２（４５％）
無
１９ ２ ４ ２０ ５ １ ３２（６７％）
















視 聴 知 肢 病 計
有
１９ ３ １ ８ ５ １ １８（３３％）
２１ ２ １ １５ ５ １ ２４（４８％）
無
１９ １ ４ １８ ５ １ ２９（６２％）













視 聴 知 肢 病 計
有
１９ ３ １ ８ ６ ０ １８（３８％）
２１ ２ ２ １１ ３ １ １９（４０％）
無
１９ １ ４ １９ ４ ２ ３０（６２％）
２１ ２ ３ １８ ５ １ ２９（６０％）
両年にあまり開きは見られない。
表９ 本年度学校経営の重点に具体的に記された ICFに関する文言の領域等





















視 聴 知 肢 病 計
個別の教育支援計
画
１９ １ １ ７ ６ ０ １５（４７％）
２１ １ ２ １０ ３ １ １７（４５％）
個別の移行支援計
画
１９ １ ０ ０ ２ ０ ３（９％）
２１ ０ ０ ６ １ ０ ７（１８％）
個別の指導計画
１９ ２ １ ５ ６ ０ １４（４４％）




視 聴 知 肢 病 計
実態把握
１９ ２ １ ６ ５ ０ １４（３７％）
２１ １ ０ １６ ３ １ ２１（４８％）
単元計画立案
１９ ２ ２ ５ ２ ０ １１（３０％）
２１ ２ １ ６ １ １ １１（２６％）
地域支援等
１９ ２ ０ ６ ５ ０ １３（３３％）





視 聴 知 肢 病 計
要素間構造図のみ
１９ １ ０ １ ３ ０ ５（２６％）
２１ ０ １ ７ １ ０ ９（４１％）
対象児童生徒に該
当する項目
１９ ２ ０ ７ ２ ０ １２（６４％）
２１ １ ２ ６ １ １ １１（５０％）
全領域をチェック
１９ ０ １ ０ ０ ０ １（１０％）
２１ ０ ０ ０ ０ ０ ０
その他
１９ ０ ０ ０ １ ０ １（１０％）















視 聴 知 肢 病 計
有
１９ １ ０ ８ ３ ０ １２（２５％）
２１ １ ０ ８ ３ ０ １２（２４％）
無
１９ ３ ５ １９ ７ ２ ３６（７５％）





視 聴 知 肢 病 計
有
１９ １ １ ６ ２ ０ １０（２３％）
２１ １ ２ １２ １ ０ １６（３３％）
無
１９ ３ ５ １９ ６ １ ３３（７７％）




視 聴 知 肢 病 計
有
１９ ０ １ １１ ４ ０ １６（４８％）
２１ ２ ２ １０ ３ ２ １９（７３％）
無
１９ ３ ４ ８ １ １ １７（５２％）






視 聴 知 肢 病 計
趣旨や概要を理解
１９ ０ １ ３ ２ ０ ６（１３％）
２１ ２ ２ １８ ３ ２ ２７（５７％）
言葉の理解
１９ ４ １ ２０ ６ １ ３２（６８％）
２１ ０ ２ １１ ５ ０ １８（３８％）
聞いたことがない
１９ ０ ２ ４ ２ １ ９（１９％）












ICF の児童青年版である ICFCYが公表された。このことは，特別支援学校においても ICF
を実践できる基盤が整備されてきたことを表している。特に年度の教育方針では，新しい障害
観の活用を方針の柱にすべきと考えるが「有」と答えた学校は１９年度と同じ３０％である。
しかし，要覧等に具体的な文言を示している学校が増えてきていることから，ICFCYの理
解をさらに深め年度の教育方針の１つの柱にすべきであると考える。
本年度の教育指導の重点に ICFを導入している学校は増加し約半数になってきた。また１９
年度は実態把握・授業の改善などに活用している学校は少なかったが２１年度は１７校が活用して
いる。このことは，ICFを実態把握など具体的な場面で活用していこうという姿勢を持つ学校
が増え始めてきている証であろう。
 本年度の経営方針・重点に ICFの考え方を導入することについて
教育方針に比較して経営方針に導入している学校は増加してきている。これは，地域・関係
機関の連携など特別支援学校のセンター機能について学校教育法第７４条に「特別支援学校にお
いては（中略），幼稚園，小学校，中学校，高等学校又は中等教育学校の要請に応じて，第８１
条第１項に規定する幼児，児童又は生徒の教育に関し必要な助言又は援助を行うよう努めるも
のとする」と明示されたことや個別の教育支援計画に ICFの活用を求める姿勢の反映と考え
る。
本年度の経営方針に ICFの考え方を導入した学校が増えていることに比べると本年度の経
営の重点に導入した学校は１校増えているのみである。方針に記したため重複を避けていると
も考えられるがより具体的な内容を重点に示して職員の共通理解を図る必要があるであろう。
 ICF を学校経営に導入していない理由
研修中のため導入していないという学校が増えてきている。しかし，職員の理解が進んでい
ないため導入していないという学校は依然７校見られる。さらに職員が理解していないためと
答えた学校全てが ICFについての研修会を設けていない。このことは，職員の理解を進める
ための方策がとられていないということであり早急に研修の機会を設けるべきであると考える。
１０２ 佐藤：北海道の特別支援学校における ICFの活用と展望
 個別の教育支援計画など各計画に ICFを活用することについて
個別の移行支援計画，個別の教育支援計画に活用している学校が増えてきている。この両計
画とも関係機関の連携が必要なことから関係機関同士の共通言語といわれる ICFを活用し始
めたと考える。
今後は事例を積み重ね，ICFを活用した関係機関同士のモデルを作り上げていく必要がある
であろう。
 具体的な場面における ICFの活用について
実態把握で活用している学校が増えてきている。特に知的障害教育において大幅に伸びが見
られる。このことは，要素間構造図を活用して実態把握を始めた学校が増えたことを表してい
るが，今後は，要素間構造図に加えてチェックリストによる実態把握の研究を重ねていく必要
があると考える。
 ICF を活用しての問題点について
具体的な場面への対応が難しいことを指摘している学校が増えてきている。このことは筆者
の経験でも言えることである３）４）５）。ICFCYが公表された今，各学校が主体的にこの問題に取
り組み実践交流を通して課題解決に向かうべきであると考える。
 ICF に関する校内研修について
２１年度になり校内研修の必要性を考えている学校が増えてきている。各種行事が取り組まれ
時間がない中で研修機会を持つことの難しさは理解できるが，他の研修と結びつけて考えるな
どの創意工夫が求められている。
 ICFCYの認知度について
ICFCYについて，作成する主旨や概要などを理解している管理職が大幅に増加し６割弱ま
でになった。ICFCYは，ICFの児童青年版であり，以前から教育関係者でその必要性が叫ば
れ，その期待に応えて２００９年に日本語版が作成されたものである。
今後は，ICFCYを活用し実態把握などの推進を図るべきであると考える。
 まとめの考察
総体的にみて北海道の特別支援学校における ICFの活用は，１９年度に比較して２１年度は伸
びが見られるが，全道的に活用されているとは言い難い。
また，活用することによる新たな課題（具体的な場面への活用など）も起きてきている。
ICIDHは，その障害観が誤解されてきたことから，教育界において障害の改善は医療によ
るところが大きいと考える傾向がみられた。
１０３
しかし，ICFは医療モデルを否定し社会モデルをも統合したスタイルを提唱している。さら
に ICIDHの誤解を招いた矢印が ICFでは双方向の矢印に変わったことから相互作用的に考え
られるようになった。さらに，環境因子も加わった。このことは，環境が変わることにより障
害による学習上の困難などが改善されることを示すようになったと考える。
白血病の子どもに対する院内教育が子ども達の心理的なものに好影響を与えひいては医療に
効果が現れるという事実が表している。
そのため新しい障害観（ICF）のもとで教育界は，従来の医療に頼る姿勢を改めなければな
らない。学校や教師，授業内容・方法など全ては環境因子であり，この改善が子ども達の発達
に大きな影響を与えることを肝に銘じるべきである。新しい障害観の下で，教育は今まで以上
に子ども達への責任が強くなったのである。
６ 今後の展望
以上のような考察の下に今後特別支援学校が ICF（ICFCY）を活用する展望について記し
たい。
 通常学校に対するセンター機能における ICFの理解・啓発
通常学級に在籍する発達障害の子どもは，特別支援教育の理念にはまだ遠い処遇におかれて
いる。このことを改善するために，特別支援学校はセンター的機能を発揮する中で通常の学校
に対して ICFの理解啓発に努めなければならない。このことが，通常学校の教員の障害に対
する意識改革になり必然的に通常学級に在籍する発達障害児の支援につながるのである。
 ICFCYチェックリストを活用した実態把握，研究授業の交流
教育界において ICFを活用した実践発表の多くは要素間構造図を活用したものである。
しかし，子ども達を支援する側からの要望に応え ICFCYが公表された今，チェックリス
トを活用した実態把握や研究授業の交流が行われる時機に来ている。
 「実行状況」と「能力」に関する研究
ICFでは，活動と参加において「実行状況」と「能力」という考え方を示している。６）筆者
はこの両者の差を詰めることが特別支援学校の授業であるべきと考えている。しかし，「実行
状況」はある程度把握できるが「能力」に関しては的確に捉えることが難しいのが現状であろ
う。
そこで，「能力」の把握に関する研究を進めなければならない。特別支援教育のベースは，
実態把握にある。今までの実態把握は，どちらかというと「実行状況」に限定されていた。今
後は，「能力」に関する実態把握の研究を進めていくことが緊要の課題になる。
１０４ 佐藤：北海道の特別支援学校における ICFの活用と展望
 関係機関同士の共通言語（ICF）を生かした相互理解
ICFは，関係機関同士の共通言語として期待されている。しかし，現状ではこのことが生か
されていないどころか，関係機関同士での相互批判が多く見られる。このことは，障害のある
子どもにとって何ら利益をもたらすものではない。関係機関の人たちは先ず相手の立場を理解
し ICFを生かした機関交流を進めていく必要がある。
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